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新潟県内のブナ二次林における林分材積表の作成

田中樹己1

要旨：新潟県内のブナ二次林の資源量や成長量を把握するために，新潟県内のブナ二次林における毎木調査
データと東北地方ブナ林分密度管理図を用いて，新潟県内のブナ二次林を対象とした林分材積表を作成した。
適用範囲は20年生から105年生までであり，推定された樹高は中位（地位級Ⅱ）の40年生で16.3 m，80年生で
23.3 mであった。推定されたha当たり材積は中位（地位級Ⅱ）の40年生で255.07 m3，80年生で366.60 m3であり，
現行のざつ林分材積表（地位級Ⅱ）の2倍程度，新潟県のスギ地位級Ⅲの半分程度であった。同様の方法で作
成された秋田地方のブナを主とする広葉樹林の材積表と比較すると，全体的に材積が大きかった一方で，高齢
級側での材積成長量は小さい傾向がみられた。
キーワード：広葉樹，収穫予測，林分密度管理図，地位指数曲線

生可能エネルギーの利用によるCO2等の排出量削減量，
適切な森林管理によるCO2の吸収量を「クレジット」と
して国が認証している（J-クレジット制度事務局 2025）。
中でも，森林を対象とした活動は「森林管理プロジェク
ト」といい（林野庁 2025），その効果的な活用により，
林業経営基盤の強化等が期待されている（林野庁 
2023）。また，同様の制度として，クレジットを新潟県が
認証する「新潟県版J-クレジット制度」もあり，発行さ
れたクレジットは国の制度と同列に取り扱われる（新潟
県環境局環境政策課 2024）。これらの制度には，新潟県
内のブナ二次林を対象としたものもすでに登録されてい
るが，その事例はまだ少ないため，さらなる普及により
林業経営基盤の強化や森林整備意欲の増進が期待でき
ると考えられる。
　これら森林管理プロジェクトにおけるCO2吸収量の算
出には，ha当たりの年間幹材積成長量が必要となるが，
林分材積表に記載された材積は，その根拠として活用
できる（林野庁 2023）。そのため，新潟県内のブナ二次
林におけるJ-クレジット制度の推進にあたっては，より現
実に即した吸収量算出のためにも，新潟県内のブナ二次
林を対象とした材積表があることが望ましい。
　これらの理由から，ブナ二次林に対応した林分材積表
の作成により，ブナ二次林の資源量の把握，およびJ-ク
レジット制度活用時のCO2吸収量の把握が可能となるこ
とが考えられる。そこで本報告では，新潟県内のブナ二

Ⅰ．は じ め に
　ブナ（Fagus crenata）は新潟県の主要な広葉樹であり，
県内には人為的な攪乱を受けたことがないと考えられる
原生林（前田 1991），薪炭林施業等の人為攪乱後に天然
更新した二次林（紙谷 1986；箕口 1991；塚原 1999），
そして人工林（阿部 1964）まで，様々な由来のブナ林
が広く分布している。その中でも二次林は古くから人の
手により利用され，現在でも一部地域では利用間伐等に
よる積極的な利用がなされている（紙谷 2025）。こうし
たブナ二次林において資源を計画的に利用するために
は，資源量の把握および収穫予測が重要である。そのた
めの手段のひとつとして，林分材積表（林分収穫表）の
利用がある。林分材積表とは，ある樹種に対して，施業
上同一の取り扱いを受けた同齢単純林より生産される1 
ha当たりの本数，材積，成長量などの諸要素の標準的な
値を，一定年齢（本県では5年）ごとに表示した図表で
ある（山田・村松 1963）。
　林分材積表は新潟県でも作成され，利用されている（新
潟県農林水産部治山課 2010）。しかし，キリ（Paulownia 
tomentosa）を除く広葉樹については対応する表が「ざ
つ林分材積表」のみであるため，ブナ二次林の材積を
推定する場合，精度に課題があると考えられる。
　また，2013年より実施されているカーボンクレジット
制度「J-クレジット制度」では，省エネ設備の導入や再
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Mitscherlich式（3），およびこれらを統合したRichards
式（4）を用いた。式（1）から（4）にデータを当てはめ，
決定係数R2が最大となった式を，最も当てはまりの良い
樹高成長曲線とし，地位指数曲線のガイドカーブとした。

　ここで，tは林齢，Htは林齢 t における上層木平均樹高，
a,b,cは推定するパラメータ，expは指数関数をそれぞれ
示す。式（4）のRichards式は，林齢0で原点0を通り，
その他の式は限定しない。パラメータの推定には，それ
ぞれの式について残差平方和（RSS）（5）が最小となっ
た場合に収束したとみなすよう繰り返し計算を行った。
計算には，統計パッケージR4.5.0（R Core team 2025）
の関数optim（アルゴリズム：Nelder-Mead法）を用いた。

　ここで，hiは，i番目の林分の実測された上層木平均樹
高，f（ti）は林齢t により予測された上層木平均樹高，n
はサンプルサイズをそれぞれ示す。
　地位指数曲線の作成は，山田・村松（1963）の方法
によった。すなわち，ガイドカーブを中心として地位の
上界・下界線を平均偏差率（δ’）を使った式（6）によ
り求め，その範囲を地位級の数で等分（本報告では地位
級の数を3としたため3等分）し，各区分の中心線をそれ
ぞれ地位級ごとの地位指数曲線とした。なお，平均偏差
率（δ’）は，以下の式（7）により求めた。また，平均
偏差率の倍数mは，上界・下界内にデータの95%程度が
入るよう設定した（本報告では2.5とした）。

ここで， ŷ は各データの値，yはそれに対応するガイド
カーブ上の値，n はサンプルサイズを示す。

3. 本数減少曲線の作成
　表-1のデータから，上記で求めた上層樹高と，ha当た
り立木本数との関係をべき乗式（8）により求めた。

　ここで，N’はha当たり本数，Hは上層木平均樹高，a, 
b は推定するパラメータをそれぞれ示す。
　パラメータの推定には，それぞれの式の残差平方和
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ータに不自然な点が見受けられた 2林分を除く，計 51林分のデータを用いた。 1 

使用したデータの範囲は，林齢 20～105年生，上層木平均樹高 7.4～31.2 m，立木密度 1202 
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は，上層木 (ha 当たり樹高上位 250 本) にブナを 50％以上含む広葉樹二次林とし，ブナの4 

本数率が 100％でない林分も含めた。よって，比較的若齢の林分を中心に，ブナの本数率が5 

50％以下の林分が含まれる (表-1)。また，現地調査林分には同一林分における反復調査デー6 

タも含まれる (表-1) が，後述する曲線式の調整にあたっては個別のデータとして扱った。 7 
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上記のデータにおいて，滝谷 (2014) にならい，各林分の立木のうち，ha当たり上位 25010 

本の平均樹高として上層木平均樹高を算出した (表-1)。これをもとに，林齢 (年) から上層11 
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次林の資源量把握を目的として，ブナ二次林に対応した
林分材積表を作成した。

Ⅱ．方 法
1. 使用したデータ

　使用したデータの概要は表-1のとおりである。調査対
象は新潟県内のブナ二次林とし，現地調査および文献調
査を実施した。現地調査では25林分，文献調査では51
林分，計76林分の毎木調査データを収集した。
　現地調査は，各林分内に0.06 ha ～ 1 haのプロットを
設置し，生育する樹木の樹高および胸高直径を測定した。
現地調査を実施した林分のうち3林分（番号53, 66, 70）
では，ブナ3個体以上の地際から円板を採取し，その平
均値として林齢を推定した。その他の調査林分における
林齢は，新潟県農林水産部治山課作成の森林簿によっ
た。文献調査では，書籍「新潟県内のブナ二次林にお
ける施業指針」（新潟県林業改良協会 1991）に記載され
たブナ二次林の毎木調査データを用いた。このデータは，
調査を担当した箕口秀夫新潟大学名誉教授（当時，新
潟県林業試験場に在籍）によると，新潟県の事業として
新潟県林業試験場が実施した調査によるものである。書
籍には58林分のデータが掲載されていたが，林齢データ
が欠落していた1林分，ブナの本数率が10％以下の2林分，
スギ主体の2林分，その他，データに不自然な点が見受
けられた2林分を除く，計51林分のデータを用いた。
　使用したデータの範囲は，林齢20 ～ 105年生，上層木
平均樹高7.4 ～ 31.2 m，立木密度120 ～ 11,100本/ha，ブ
ナの本数率12.0 ～ 100.0％であった。なお，本報告にお
ける「ブナ二次林」は，上層木（ha当たり樹高上位250本）
にブナを含む広葉樹二次林とし，ブナの本数率が100％
でない林分も含めた。よって，比較的若齢の林分を中心
に，ブナの本数率が50％以下の林分が含まれる（表-1）。
また，現地調査林分には同一林分における反復調査デー
タも含まれる（表-1）が，後述する曲線式の調整にあたっ
ては個別のデータとして扱った。

2. 地位指数曲線の作成
　上記のデータにおいて，滝谷（2014）にならい，各林
分の立木のうち，ha当たり上位250本の平均樹高として
上層木平均樹高を算出した（表-1）。これをもとに，林齢

（年）から上層木平均樹高（m）を予測する式を作成した。
林齢と上層木平均樹高との関係算出には，山本ら（1982）
が示した成長関数のGonpertz式（1），Logistic式（2），
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表-1. 林分材積表の作成に使用したデータの概要
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れぞれの表に記載した。連年成長量は，後期の幹材積
と前期の幹材積との差を期間年数（5年）で除した値，
平均成長量はその齢階における幹材積を齢階の年数で
除した値である。さらに，成長率をPressler式（10）に
より求め，記載した。

　ここで，Pvは成長率，Vaは現在の幹材積，Va-nはn
年前の幹材積を示す。

Ⅲ．結果と考察
1. 地位指数曲線の作成

　各成長曲線におけるパラメータ推定結果と決定係数は
表-2のとおりである。Logistic式で最も決定係数が大き
かった（R2=0.5337556）ことから，Logistic式を地位指

6 
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繰り返し計算を行った。計算には，統計パッケージ
R4.5.0（R Core team 2025）の関数optim（アルゴリズム：
Nelder-Mead法）を用いた。

4. 林分材積表の作成
　地位指数曲線および本数減少曲線で求めた林齢ごと
の上層木平均樹高，および立木本数を東北地方ブナ林
分密度管理図（林業試験場 1985）の等平均樹高曲線式

（9）に代入し，林齢とha当たり材積の関係を求めた。
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ナを中心とした広葉樹林を対象に地位指数曲線が作成
されている（日本林業技術協会 1990）。その値と比較す
ると，今回推定された樹高は地位Ⅱで秋田地方の地位Ⅰ
と同程度であり，全体的に高い傾向がみられた（図-2）。
また，高齢級側での樹高成長が緩やかな傾向がみられた

（図-2）。
2. 本数減少曲線の作成

　作成した本数数減少曲線（図-3）は以下の（14）式の
とおりである。

　ここで，N’ はha当たり本数，H は上層木平均樹高を
示す。
　上記の曲線式では，樹高低位側の立木密度が9,000本
/ha程度と，高い値が推定された。ただ，その値も東北
地方ブナ林分密度管理図（林業試験場 1985）上での収
量比数は0.9程度であり，最多密度に達しなかったこと，
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上記により求めたha当たり材積を5年毎にまとめ，地位級ごとに林分材積表へ記載した。5 

また，連年成長量，平均成長量を山田・村松 (1963) の方法により求め，それぞれの表に記6 

載した。連年成長量は，後期の幹材積と前期の幹材積との差を期間年数 (5年) で除した値，7 

平均成長量はその齢階における幹材積を齢階の年数で除した値である。さらに，成長率を8 

Pressler式 (10) により求め，記載した。 9 

𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝑉𝑉𝑉𝑉−𝑉𝑉𝑉𝑉−𝑛𝑛
𝑉𝑉𝑉𝑉+𝑉𝑉𝑉𝑉−𝑛𝑛 ×

200
𝑛𝑛    (10)  10 

ここで，Pvは成長率，Vaは現在の幹材積，Va-nは n年前の幹材積を示す。 11 

 12 

Ⅲ．結果と考察 13 

1. 地位指数曲線の作成 14 

各成長曲線におけるパラメータ推定結果と決定係数は表-2のとおりである。Logistic式で15 

最も決定係数が大きかった (R2=0.5337576) ことから，Logistic 式を地位指数曲線のガイド16 

カーブに決定した。 17 

ガイドカーブを用いて，山田・村松 (1963) の方法により作成した地位指数曲線 (図-1) は18 

以下の (11) ～ (13) 式のとおりである。 19 

𝐻𝐻𝐻𝐻 = 31.8829141/⁡(1 + 3.54769162 × exp⁡(−0.04603788 × 𝑡𝑡)⁡)⁡⁡  (11, 地位級Ⅰ)  20 

𝐻𝐻𝐻𝐻 = 25.43142578/⁡(1 + 3.54769162 × exp⁡(−0.04603788 × 𝑡𝑡)⁡)⁡  (12，地位級Ⅱ)  21 

𝐻𝐻𝐻𝐻 = 18.97993746/⁡(1 + 3.54769162 × exp⁡(−0.04603788 × 𝑡𝑡)⁡)⁡⁡  (13，地位級Ⅲ)  22 

ここで，Htは林齢 tにおける上層木平均樹高，tは林齢を示す。 23 

地位級Ⅱの曲線式 (12) で推定された樹高は，40年生で 16.3 m，60年生で 20.8 m，80年24 

生で 23.3 mであった。新潟県内で実施されたブナの樹幹解析の結果では，45年生前後で 16.625 

図-2 .  作成した地位指数曲線と日本林業技術協会
（1990）による秋田地方のブナを中心とした広葉樹
林を対象とした地位指数曲線の比較
それぞれ上から地位級Ⅰ，Ⅱ，Ⅲを示す。
上層木は，各プロットのha当たり樹高上位250本とした。

表-2. 各成長曲線におけるパラメータ推定結果と決定係数

図-1. 作成した地位指数曲線
〇は各林分のデータを示す。
点線で結ばれているデータは，反復調査データを示す。
上層木は，各プロットのha当たり樹高上位250本とした。
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500 ～ 700 m3/ha程度の材積が推定される林分が報告さ
れている（石田 2003）ことから，現実的な範囲であると
考えられる。
　材積の成長量については，富山県のブナ天然林にお
いて，期首の林分材積の大小にかかわらず1年間に平均
3.3 m3/ha程度の成長がみられたことが報告されている

（石田 2003）。本報告の地位級Ⅱにおいて，105年生まで
の平均成長量は3.67 m3/haであり，同程度であったと考
えられる。一方，連年成長量は林齢が上昇するにつれて
減少傾向にあり，地位級Ⅱでは80年生時で1.36 m3/ha，
90年生時で0.88 m3/haであった。秋田地方を対象とした
材積表（日本林業技術協会 1990）では，80年生時で1.93 
m3/ha，100年生時で1.59 m3/haであり，本報告の結果は
それを下回った。本報告の結果が秋田地方の材積表（日
本林業技術協会 1990）に比べ，樹高成長が高齢級側で
小さかったこと（図-2）によるものと考えられる。

Ⅳ．お わ り に
　本報告では，密度管理図を用いて，新潟県内のブナ
二次林を対象とした林分材積表を作成した。これにより，
これまでの「ざつ林分材積表」を用いるよりも現実に即
した資源量の把握が可能になると考えられる。一方で，
本報告では，曲線式の調整に用いるデータを新潟県内の
ブナ二次林における毎木調査データに限ったことから，
データ数が76点と少なく，「林分密度管理図による収穫予
想表作成の手順書」に記載された基準（齢級あたり10点，
林野庁 2024）は満たせなかった。今後は，追加の調査
等によりデータを追加して曲線を再調整することで，さ
らなる精度の向上が可能であると考えられる。

Ⅴ．謝 辞
　現地調査の実施にあたり，森林所有者の皆様からは
調査地の提供を快諾いただいた。また，秋田県林業研
究研修センターの丹羽奎太氏，福沢朋子氏には，文献
の提供において多大なるご協力をいただいた。新潟大学
の箕口秀夫名誉教授には，文献データに関する調査の経
緯について，貴重な情報をご提供いただいた。新潟大学
農学部の村上拓彦教授には，論文の構成に関して貴重
なご助言をいただいた。ここに記して厚く御礼申し上げ
る。

新潟県内のブナ二次林において，立木密度が9,282本/
ha，ブナの本数率71.4％，平均樹高6.9 mである条件の
近い林分の存在が報告されている（箕口・中沢 1987）
ことなどから，現実的な範囲であると考えられる。

3. 林分材積表の作成
　作成した林分材積表は付表-1 ～付表-3のとおりであ
る。使用したデータ（表-1）の範囲から，適用範囲は20
年生から105年生までとした。また，計算された材積と
林齢の関係を図-4に示す。全体として現行のざつ林分材
積表（新潟県農林水産部治山課 1990）を大きく上回った。
40年生時点で推定された材積は地位級Ⅱで255.07 m3/ha
と，現行のざつ林分材積表（新潟県農林水産部治山課 
1990）の地位Ⅱ（112 m3/ha）より大きかった。地位級
Ⅰでは40年生時で323.01 m3/ha，80年生時で433.31 m3/
haと，現行の材積表を大きく上回ったが，富山県では

図-3. 作成した本数減少曲線
〇は各林分のデータを示す。

図-4. 作成したブナ二次林林分材積表と既存の材積表
（ざつ林分材積表）による材積の比較
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付表-1. ブナ二次林林分材積表（地位級Ⅰ）

付表-2. ブナ二次林林分材積表（地位級Ⅱ）
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付表-3. ブナ二次林林分材積表（地位級Ⅲ）


